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国立大学法人分科会における評価チームの編成について（案）

平 成 ２ ５ 年 ３ 月 １ 日
国立大学法人評価委員会決定
一部改正：平成２５年１１月６日
一部改正：平成２６年６月２５日
一部改正：平成２８年○月○日

１ 目的
国立大学法人評価委員会国立大学法人分科会の下に、第２期中期目標期間

における各事業年度評価及び中期目標期間評価を実施する評価チームを設
け、各国立大学法人の業務実績報告書を調査・分析し、評価結果の原案を作
成する。

２ 評価チームの体制等
（１）基本チーム

① 基本チームは、原則として、委員長の指名する委員又は臨時委員１
ものとし、委員又は臨時委員が主査を名及び専門委員２名で構成する

。務める
② ８チームを設け、各チーム国立大学法人６～13校を担当する。
③ それぞれの法人の規模や特性を踏まえた評価を実施するため 「国、
立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価における
財務情報の活用について （平成18年２月20日国立大学法人評価委員」
会決定）における法人の分類を参考にして、法人の規模や特性に応じ
て、各チームの担当校（別紙１）を割り当てることとする。

（２）専門チーム
専門チームは、共同利用・共同研究拠点評価専門チーム及び附属病

院評価専門チームを設け、原則として、委員長の指名する委員、臨時
委員又は専門委員で構成するものとし、その体制等については（別紙
２）のとおりとする。

３ その他
（１ 「評価チームの編成について （平成17年４月26日国立大学法人評価） 」

委員会決定）を踏まえ、評価チーム委員が関係する国立大学法人を担当
しないよう配慮する。

（２）基本チーム間及び基本チームと専門チームとの間において、評価実施
についての共通認識を保つため、必要に応じて、調整の機会を設けるも
のとする。

産業競争力強化法の規定による出（３ 「平成２４年度補正予算（第１号））
」 、資等に関する目標 の各事業年度評価及び中期目標期間評価については

官民イノベーションプログラム部会が行う調査に基づき、評価チームが
評価結果の原案を作成する。

資料５
国立大学法人評価委員会

総会(第54回)H28.3.23
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（別紙１）

Ａ
北海道大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京大学、新潟大
学　６大学

Ｂ
名古屋大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大
学、九州大学　７大学

Ｃ

文科系大学（学生収容定
員に占める文科系学生数
が理工系学生数の概ね２
倍）及び大学院大学

小樽商科大学、福島大学、筑波技術大学、東京外国語大学、東京
芸術大学、一橋大学、滋賀大学、政策研究大学院大学、総合研究
大学院大学、北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学技術
大学院大学　１１大学

Ｄ

理工系大学（学生収容定
員に占める理工系学生数
が文科系学生数の概ね２
倍）

室蘭工業大学、帯広畜産大学、北見工業大学、東京農工大学、東
京工業大学、東京海洋大学、電気通信大学、長岡技術科学大学、
名古屋工業大学、豊橋技術科学大学、京都工芸繊維大学、九州
工業大学、鹿屋体育大学　１３大学

Ｅ
教育系大学（教育系学部
のみで構成）

北海道教育大学、宮城教育大学、東京学芸大学、上越教育大学、
愛知教育大学、京都教育大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈
良教育大学、鳴門教育大学、福岡教育大学　１１大学

Ｆ

医科系大学（医科系学部
のみで構成）及び医科系
のないその他の大学（医
科系学部を有さずその他
の学部で構成）

旭川医科大学、東京医科歯科大学、浜松医科大学、滋賀医科大
学、岩手大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子
大学、横浜国立大学、静岡大学、奈良女子大学、和歌山大学　１３
大学

Ｇ
弘前大学、秋田大学、山形大学、群馬大学、富山大学、金沢大
学、福井大学、山梨大学、信州大学、岐阜大学、三重大学、鳥取
大学　１２大学

Ｈ
島根大学、山口大学、徳島大学、香川大学、愛媛大学、高知大
学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児
島大学、琉球大学　１３大学

※A及びBチーム間、G及びHチーム間においては、評価チーム委員が関係する大学を担当しな
いよう両チーム主査間の協議により、担当する大学を変更することができるものとする。

基　本　チ　ー　ム　編　成　

区分 分類 担当校

基
本
チ
ー
ム

大規模大学（学生収容定
員１万人以上、学部等数
概ね10学部以上）

医科系のあるその他の大
学（医科系学部及びその
他学部で構成）
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（別紙２）

【共同利用・共同研究拠点評価専門チームについて】

１ 目的

学校教育法施行規則第１４３条の３第２項に規定する共同利用・共同研究

拠点（以下「共同利用・共同研究拠点」という ）の第２期中期目標期間の。

各事業年度における教育研究等の質の向上の状況（中核的な研究施設として

の活動状況、運営・支援体制、人材養成、全国の関連研究者に対する情報提

供等）について確認する。

２ 体制等

① 共同利用・共同研究拠点が実施する教育研究等に関して、共同利用・共

同研究拠点 適正な評価を行う必の対象とする研究分野の特性を踏まえつつ、

要性から、相応の知見を有する委員、臨時委員又は専門委員で構成する。

② 現役の国立大学法人教職員及び役員を除く、７名程度で構成する。その

、 。際 共同利用・共同研究拠点経験者とそれ以外の者のバランスに配慮する

③ 評価の客観性・公平性を担保するため、専門チーム委員が関係する大学

等の評価を行う場合は、発言を控えるものとする。

【附属病院評価専門チームについて】

１ 目的

第２期中期目標期間の各事業年度及び中期目標期間における教育（主とし

て医師・歯科医師の卒後臨床研修や専門医研修等並びに看護師等コ・メディ

カルスタッフに対する教育研修等 、研究（主として新たな診断法や治療法）

開発等の臨床研究 、診療及び運営改善の状況について、その進捗状況又は）

達成状況を確認する。

２ 体制等

① 教育面、研究面、診療面及び運営面に関して、国立大学法人の特性等を

踏まえつつ、適正な評価を行う必要性から、相応の知見を有する委員、臨

時委員又は専門委員で構成する。

② 現役の国立大学法人教職員及び役員を除く、７名程度で構成する。その

際、国立大学法人教職員経験者とそれ以外の者のバランスに配慮する。

③ 評価の客観性・公平性を担保するため、専門チーム委員が関係する大学

等の評価を行う場合は、発言を控えるものとする。
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平成 年２月 日1 8 2 0

国立大学法人評価委員会

国立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価

における財務情報の活用について

Ⅰ．基本的考え方

国立大学法人及び大学共同利用機関法人（以下 「国立大学法人等」という ）に、 。

関する財務情報は、当該法人の財務状況を客観的に表示するものであり、国立大学法

人等の活動状況を多面的に理解する上で有用である。また、平成１７年度以降は、経

年の財務情報が蓄積されること等から、財務情報は、評価における参考情報として一

層活用されることが期待される。

Ⅱ．財務分析の方法

国立大学法人等の財務分析にあたっては、他の国立大学法人等の財務情報が参考と

なると考えられる。国立大学法人については、その多様性にかんがみ、財務分析の便

宜のため、平成１６年度評価と同様、法人の財政規模、収支構造に着目した別紙の分

類を行う。

財務分析にあたっては、財務諸表そのものや財務指標を用いて、経年比較を含めて

分析を行うことが考えられる。なお、各法人の損益の発生要因について、特に赤字法

人についてその要因を把握する必要があるが、文部科学大臣による財務諸表の承認に

際して、各法人の説明が求められることから、これらの資料を活用して把握・分析を

行う。

、 、 。また 特に附属病院について セグメント情報を把握・分析することが考えられる

Ⅲ．財務指標（例）

財務指標による分析にあたっては、分析の観点が重要となる。国立大学法人等にお

いては、財務の健全性・効率性及び活動性、更に附属病院を有する場合は収益性及び

健全性が重要と考えられる。

○流動比率＝流動資産÷流動負債

一年以内に償還又は支払うべき債務（流動負債）に対して、一年以内に現金化が可

能な流動資産がどの程度確保されているかを示す。

○自己資本比率＝自己資本÷(負債＋自己資本）

総資産に対する自己資本の比率であり、当該国立大学法人等の健全性を判断する一

指標となる。

（参考１）
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○人件費比率＝人件費÷業務費（又は、経常収益）

業務費（又は、経常収益）に対する人件費の比率である。

○一般管理費比率＝一般管理費÷業務費

業務費に対する一般管理費の比率であり、当該国立大学法人等が管理運営を行う際

の効率性及び管理運営等に要する財源が確保されているかを判断する一指標となる。

○外部資金比率＝（受託研究収益＋受託事業収益＋寄付金収益）÷経常収益

経常収益に対する外部から獲得した資金の比率であり、当該国立大学法人等の外部

資金等による活動の状況及び収益性を判断する一指標となる。

○業務費対研究経費比率＝研究経費÷業務費

業務費に対する研究経費の比率であり、当該国立大学法人等における研究の比重を

判断する一指標となる。

○業務費対共同利用・共同研究経費比率＝共同利用・共同研究経費÷業務費

業務費に対する共同利用・共同研究経費の比率であり、当該大学共同利用機関法人

における共同利用・共同研究の比重を判断する一指標となる。

○業務費対教育経費比率＝教育経費÷業務費

業務費に対する教育経費の比率であり、当該国立大学法人等における教育の比重を

判断する一指標となる。

○学生当教育経費＝教育経費÷学生実員

学生一人当りの教育経費。当該国立大学法人の教育活動の活発さを判断する一指標

となる。

○教員当研究経費＝研究経費÷教員実員

教員一人当りの研究経費。当該国立大学法人等の研究活動の活発さを判断する一指

標となる。
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○経常利益比率＝経常利益÷経常収益

経常収益に対する経常利益の比率であり、当該国立大学法人等の事業の収益性を判

断する一指標となる。

○診療経費比率＝診療経費÷附属病院収益

附属病院収益に対する診療経費の比率であり、当該国立大学附属病院の収益性を判

断する一指標となる。

○附属病院収入対長期借入金返済比率＝(長期借入金返済＋財務経営 納付金)センター

÷附属病院収益

附属病院収益に対する長期借入金返済の比率であり、当該国立大学附属病院の健全

性を判断する一指標となる。

Ⅳ．留意事項

国立大学法人等の評価にあたって財務情報を活用するには、法人の様々な活動実態

と併せて総合的分析を行うことが必要であり、財務情報のみを用いた一面的な評価と

ならないよう留意する必要がある。したがって、上記の財務指標についても、国立大

学法人等の活動状況を多面的に把握するための参考情報の一つであり、評価の内容に

直ちに結びつくものではないことに留意する必要がある。

、 、 、また 国立大学法人の分類については 財務分析にあたっての便宜的なものであり

各法人の性格・役割を規定するものではないことに留意する必要がある。

国立大学法人等は、独立採算制の法人ではなく、行うべき業務を予定通り行い、か

つ、相応の経費削減や収益の増となるよう運営することにより収支均衡となるよう予

算措置を受けていることから、民間企業における財務指標等による財務分析をそのま

、 、 、 、ま適用することはできないこと また 国から承継した資産 負債による損益要因等

法人の裁量によらないものもあること等に留意する必要がある。
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（別紙）

国立大学法人の財務分析上の分類

区 分 大 学

Ａグループ 北海道大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京大学、新潟大学、名古

＜13大学＞ 屋大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学

Ｂグループ 室蘭工業大学、帯広畜産大学、北見工業大学、東京農工大学、東京工業大

＜13大学＞ 学、東京海洋大学、電気通信大学、長岡技術科学大学、名古屋工業大学、

豊橋技術科学大学、京都工芸繊維大学、九州工業大学、鹿屋体育大学

、 、 、 、 、Ｃグループ 小樽商科大学 福島大学 筑波技術大学 東京外国語大学 東京芸術大学

＜７大学＞ 一橋大学、滋賀大学

Ｄグループ 旭川医科大学、東京医科歯科大学、浜松医科大学、滋賀医科大学

＜４大学＞

Ｅグループ 北海道教育大学、宮城教育大学、東京学芸大学、上越教育大学、愛知教育

＜11大学＞ 大学、京都教育大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈良教育大学、鳴門

教育大学、福岡教育大学

Ｆグループ 北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学技術大学院大学、総合研究大

＜４大学＞ 学院大学、政策研究大学院大学

Ｇグループ 弘前大学、秋田大学、山形大学、群馬大学、富山大学、金沢大学、福井大

＜25大学＞ 学、山梨大学、信州大学、岐阜大学、三重大学、鳥取大学、島根大学、山

、 、 、 、 、 、 、口大学 徳島大学 香川大学 愛媛大学 高知大学 佐賀大学 長崎大学

熊本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉球大学

Ｈグループ 岩手大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子大学、横浜国

＜９大学＞ 立大学、静岡大学、奈良女子大学、和歌山大学

Ａグループ： 学生収容定員１万人以上、学部等数概ね１０学部以上の国立大学法人

（学群、学類制などの場合は、学生収容定員のみ）

Ｂグループ： 医科系学部を有さず、学生収容定員に占める理工系学生数が文科系学

生数の概ね２倍を上回る国立大学法人

Ｃグループ： 医科系学部を有さず、学生収容定員に占める文科系学生数が理工系学

生数の概ね２倍を上回る国立大学法人

Ｄグループ： 医科系学部のみで構成される国立大学法人

Ｅグループ： 教育系学部のみで構成される国立大学法人

Ｆグループ： 大学院のみで構成される国立大学法人

Ｇグループ： 医科系学部その他の学部で構成され、Ａ～Ｆのいずれにも属さない国

立大学法人

Ｈグループ： 医科系学部を有さず、Ａ～Ｆのいずれにも属さない国立大学法人
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（参考２）

評価チームの編成について

平 成 １ ７ 年 ４ 月 ２ ６ 日

国立大学法人評価委員会総会決定

国立大学法人・大学共同利用機関法人（以下「大学等」という）

の評価を行う評価チーム（大学共同利用機関法人についてはグル

ープ。以下同じ ）の編成に当たっては、評価の客観性を担保する。

観点から委員が関係する大学等を担当しないこととし、以下に該

当する大学等を含む評価チームには委員は分属しないものとする。

一 教職員又は役員として現に在職している大学等（就任予定の

大学等を含む）

二 教職員又は役員として過去に在職していた大学等

三 教育研究又は経営に関する重要事項を審議する組織に現に参

画している又は過去に参画していた大学等（参画予定の大学等を

含む）

四 上記に準ずるものとして委員長が定める大学等
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